
議案第２３号 

 

令和６年度篠栗町国民健康保険特別会計予算 

 

令和６年度篠栗町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,946,296 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額

は、500,000 千円と定める。 

 

 

令和６年３月４日提出 

 

 

篠栗町長  三 浦  正 
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1 463,559

1 国民健康保険税 463,559

2 1

1 手数料 1

4 2,198,095

1 県補助金 2,198,095

5 277,438

1 他会計繰入金 277,438

6 1

1 繰越金 1

7 7,202

1 延滞金加算金及び過料 3,000

2 預金利子 1

3 雑入 4,201

2,946,296歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

県支出金

繰入金

繰越金

諸収入

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項



1 48,522

1 総務管理費 46,702

2 徴収費 1,469

3 運営協議会費 351

2 2,143,641

1 療養諸費 1,809,438

2 高額療養費 320,897

3 移送費 100

4 出産育児諸費 12,006

5 葬祭諸費 1,200

3 714,757

1 医療給付費分 489,242

2 後期高齢者支援金等分 169,885

3 介護納付金分 55,630

6 26,373

1 保健事業費 1,200

2 特定健康診査等事業費 25,173

7 1

1 公債費 1

8 3,002

1 償還金及び還付加算金 3,002

10 10,000

1 予備費 10,000

2,946,296歳　　出　　合　　計

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

公債費

諸支出金

予備費

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費



１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険税 463,559 517,497 △53,938

2 使用料及び手数料 1 1 0

4 県支出金 2,198,095 1,981,032 217,063

5 繰入金 277,438 280,322 △2,884

6 繰越金 1 1 0

7 諸収入 7,202 7,202 0

2,946,296 2,786,055 160,241歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円



（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 48,522 48,867 △345 869 47,653

2 保険給付費 2,143,641 1,939,979 203,662 2,126,212 17,429

3 国民健康保険事業費納付金 714,757 756,776 △42,019 64,051 650,706

6 保健事業費 26,373 28,429 △2,056 6,963 19,410

7 公債費 1 1 0 1

8 諸支出金 3,002 2,002 1,000 3,002

10 予備費 10,000 10,000 0 10,000

共同事業拠出金 0 1 △1 0

2,946,296 2,786,055 160,241 2,198,095 0 0 748,201

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

 千円

款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円

歳　　出　　合　　計

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円



463,559 517,497 △53,938計

滞納繰越分

介護納付金分 16 介護納付金分滞納繰越分 1

越分

援金分滞納繰

後期高齢者支 15 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1

滞納繰越分

医療給付費分 14 医療給付費分滞納繰越分 12 3 3 0退職被保険者等国民健康保険税

滞納繰越分

介護納付金分 3,0706 介護納付金分滞納繰越分 3,070

越分

援金分滞納繰

後期高齢者支 5,1245 後期高齢者支援金分滞納繰越分 5,124

滞納繰越分

医療給付費分 16,1974 医療給付費分滞納繰越分 16,197

現年課税分

介護納付金分 35,0803 介護納付金分現年課税分 35,080

税分

援金分現年課

後期高齢者支 97,6292 後期高齢者支援金分現年課税分 97,629

現年課税分

医療給付費分 306,4561 医療給付費分現年課税分 306,4561 463,556 517,494 △53,938一般被保険者国民健康保険税

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

463,559千円

463,559千円

 千円

　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

２　　歳    入

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目



金

割保険税繰入

未就学児均等 1,4623 未就学児均等割保険税繰入金 1,462

援分）

金（保険者支

基盤安定繰入

国民健康保険 55,9042 国民健康保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 55,904

減分）

金（保険税軽

基盤安定繰入

国民健康保険 116,0001 国民健康保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 116,0001 277,438 280,322 △2,884一般会計繰入金

　１項　他会計繰入金 277,438千円

　５款　繰入金 277,438千円

2,198,095 1,981,032 217,063計

金

特定健診交付 1,0171 特定健診交付金 1,0172 1,017 1,072 △55健康増進事業費補助金

特別交付金 70,8662 特別交付金 70,866

普通交付金 2,126,2121 普通交付金 2,126,2121 2,197,078 1,979,960 217,118保険給付費等交付金

　１項　県補助金 2,198,095千円

　４款　県支出金 2,198,095千円

1 1 0計

督促手数料 11 国民健康保険税督促手数料 11 1 1 0督促手数料

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

1千円

1千円

 千円

　２款　使用料及び手数料

　１項　手数料

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目



預金利子 11 預金利子 11 1 1 0預金利子

　２項　預金利子 1千円

　７款　諸収入 7,202千円

3,000 3,000 0計

延滞金

一般被保険者 3,0001 一般被保険者延滞金 3,0001 3,000 3,000 0延滞金

　１項　延滞金加算金及び過料 3,000千円

　７款　諸収入 7,202千円

1 1 0計

繰越金 11 繰越金 11 1 1 0繰越金

　１項　繰越金 1千円

　６款　繰越金 1千円

277,438 280,322 △2,884計

援事業繰入金

財政安定化支 47,1337 財政安定化支援事業繰入金 47,133

金等繰入金

出産育児一時 8,0006 出産育児一時金等繰入金 8,000

税繰入金

産前産後保険 4175 産前産後保険税繰入金 417

繰入金

職員給与費等 48,5224 職員給与費等繰入金 48,522

本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

277,438千円

277,438千円

 千円

　５款　繰入金

　１項　他会計繰入金

 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明目



4,201 4,201 0計

雑入 11 雑入 16 1 1 0雑入

返納金

一般被保険者 2001 一般被保険者返納金 2004 200 200 0一般被保険者返納金

第三者納付金

一般被保険者 4,0001 一般被保険者第三者納付金 4,0002 4,000 4,000 0一般被保険者第三者納付金

　７款　諸収入 7,202千円

　３項　雑入 4,201千円

計

7,202千円

1千円

 千円

　７款　諸収入

　２項　預金利子

1 1 0

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明



　　　　12 委託料 5,517

　　　　　　通信運搬費 4,947

　　　　11 役務費 4,947

　　　　　　印刷製本費 871

　　　　　　消耗品費 173

　　　　10 需用費 1,044

　　　　　　普通旅費 14

　　　　08 旅費 14

　　○保健・医療対策の推進 11,720

　　　　　　職員公務災害補償負担金 28

　　　　　　職員共済組合負担金 5,434

　　　　04 共済費 5,462

　　　　　　退職手当組合負担金 1,775
び交付金

　　　　　　勤勉手当（パートタイム会計年度任用職員） 293
18 180負担金補助及

　　　　　　勤勉手当 2,865

借料 　　　　　　期末手当（パートタイム会計年度任用職員） 350

13 18使用料及び賃 　　　　　　期末手当 3,424

　　　　　　管理職手当 466

　　　　　　時間外勤務手当 1,013
12 5,517委託料

11 4,947役務費 　　　　　　通勤手当 194

　　　　　　住居手当 294

　　　　　　地域手当 916
10 1,044需用費

8 14旅費 　　　　03 職員手当等 11,590

　　　　　　一般職給料 14,787

　　　　02 給料 14,787
4 5,462共済費

3 11,590職員手当等 　　　　　　会計年度任用職員報酬 1,716869

　　　　01 報酬 1,716等交付金

　　○人件費 33,555
2 14,787給料

保険給付費

1 1,716報酬 ・住民課 45,275△1,16446,4391 一般管理費 45,275 44,406869

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

46,702千円

48,522千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

３　　歳    出

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費

　１項　総務管理費



6771,469計 792 1,4690 00

　　　　　　手数料 1,389

　　　　11 役務費 1,389

　　　　　　印刷製本費 68

　　　　　　消耗品費 12

　　　　10 需用費 80
11 1,389役務費

　　○保健・医療対策の推進 1,469

1,46910 80需用費 ・住民課

48,522千円

1,469千円

7926771 賦課徴収費 1,469 1,469

　２項　徴収費

　１款　総務費

47,84846,702計 △1,146 45,833869 00

　　　　　　国民健康保険団体連合会負担金 1,427

1,427会負担金 　　　　18 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,427険団体連合

18 1,427負担金補助及 ・住民課 1,427181,4092 国民健康保 1,427 1,427

　　　　　　国保連合会負担金 180

　　　　18 負担金補助及び交付金 180

　　　　　　保険者支援事業システム使用料 18

　　　　13 使用料及び賃借料 18

　　　　　　レセプト点検事務委託料 2,585

　　　　　　国民健康保険システム改修委託料 869

　　　　　　結核・精神申請支援事務委託料 299

　　　　　　国保ライン保守点検委託料 354

　　　　　　第三者求償事務委託料 451

　　　　　　給付事務委託料 959

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

　１項　総務管理費 46,702千円

48,522千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費



1,675,2231,809,438計 134,215 4,2231,805,215 00

　　　　　　レセプト電算処理システム委託料 67

　　　　　　審査支払事務委託料 4,156

　　　　12 委託料 4,223

　　○保健・医療対策の推進 4,223数料

12 4,223委託料 ・住民課 4,2235 審査支払手 4,223 4,22304,223

　　　　　　一般被保険者療養費 15,27015,270

　　　　18 負担金補助及び交付金 15,270等交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 15,270者療養費 保険給付費

18 15,270負担金補助及 ・住民課 15,270△73016,0003 一般被保険 15,270 15,270

　　　　　　一般被保険者保険医療機関等保険者負担分 1,789,9451,789,945

1,789,945費 等交付金 　　　　18 負担金補助及び交付金

1,789,945者療養給付 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

1,789,94518 1,789,945負担金補助及 ・住民課

2,143,641千円

1,809,438千円

134,9451,655,0001 一般被保険 1,789,945 1,789,945

　１項　療養諸費

　２款　保険給付費

342351計 9 3510 00

　　　　　　食糧費 3

　　　　　　消耗品費 36

　　　　10 需用費 39

　　　　　　費用弁償 10

　　　　08 旅費 10

10 39需用費 　　　　　　運営協議会委員報酬 302

　　　　01 報酬 302
8 10旅費

費 　　○保健・医療対策の推進 351

・住民課 351351 1 302報酬93421 運営協議会 351

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　３項　運営協議会費 351千円

48,522千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源



　　○保健・医療対策の推進 6数料

12 6委託料 ・住民課 62 審査支払手 6 606

　　　　　　出産育児一時金 12,000

　　　　18 負担金補助及び交付金 12,000

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 12,000時金

18 12,000負担金補助及 ・住民課 12,000012,0001 出産育児一 12,000 12,000

　４項　出産育児諸費

　２款　保険給付費 2,143,641千円

12,006千円

0050100計 50 0100

　　　　　　一般被保険者移送費 100100

　　　　18 負担金補助及び交付金 100等交付金

100者移送費 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

10018 100負担金補助及 ・住民課

2,143,641千円

100千円

50501 一般被保険 100 100

　３項　移送費

　２款　保険給付費

250,200320,897計 70,697 0320,897 00

　　　　　　一般被保険者高額介護合算療養費 200200

200合算療養費 等交付金 　　　　18 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 200者高額介護 保険給付費

18 200負担金補助及 ・住民課 20002003 一般被保険 200 200

　　　　　　一般被保険者高額療養費 320,697320,697

320,697費 等交付金 　　　　18 負担金補助及び交付金

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 320,697者高額療養 保険給付費

18 320,697負担金補助及 ・住民課 320,69770,697250,0001 一般被保険 320,697 320,697

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

320,897千円

2,143,641千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　保険給付費

　２項　高額療養費



529,069489,242計 △39,827 443,76745,475 00

　　　　　　一般被保険者医療給付費分 489,24245,475

489,242費分 等交付金 　　　　18 負担金補助及び交付金

489,242者医療給付 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

489,24218 489,242負担金補助及 ・住民課

714,757千円

489,242千円

△39,827529,0691 一般被保険 489,242 443,76745,475

　１項　医療給付費分

　３款　国民健康保険事業費納付金

1,0000計 △1,000 00 00

（廃目）

2,143,641千円

0千円

△1,0001,000傷病手当金 0

　　項　傷病手当費

　２款　保険給付費

1,5001,200計 △300 1,2000 00

　　　　　　葬祭費 1,200

　　　　18 負担金補助及び交付金 1,200

　　○保健・医療対策の推進 1,200び交付金

1,20018 1,200負担金補助及 ・住民課

2,143,641千円

1,200千円

△3001,5001 葬祭費 1,200 1,200

　５項　葬祭諸費

　２款　保険給付費

12,00612,006計 0 12,0060 00

　　　　　　出産育児一時金事務取扱委託料 6

　　　　12 委託料 6

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

12,006千円

2,143,641千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　２款　保険給付費

　４項　出産育児諸費



1,1981,200計 2 1,2000 00

　　　　　　システム利用負担金 13

　　　　18 負担金補助及び交付金 13

　　　　　　後発医薬品普及促進支援処理委託料 173

　　　　　　生活習慣病分析業務委託料 890

　　　　　　医療費通知事務委託料 124
び交付金

　　　　12 委託料 1,187

　　○保健・医療対策の推進 1,200
18 13負担金補助及

及費

12 1,187委託料 ・住民課 1,20021,1981 保健衛生普 1,200 1,200

　１項　保健事業費

　６款　保健事業費 26,373千円

1,200千円

0057,51355,630計 △1,883 51,5254,105

　　　　　　介護納付金分 55,6304,105

　　　　18 負担金補助及び交付金 55,630等交付金

55,630分 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

55,63018 55,630負担金補助及 ・住民課

714,757千円

55,630千円

△1,88357,5131 介護納付金 55,630 51,5254,105

　３項　介護納付金分

　３款　国民健康保険事業費納付金

170,194169,885計 △309 155,41414,471 00

169,885分 14,471 　　　　　　一般被保険者後期高齢者支援金等分

169,885者支援金等 等交付金 　　　　18 負担金補助及び交付金

169,885者後期高齢 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進

・住民課 169,885155,41414,471 18 169,885負担金補助及△309170,1941 一般被保険 169,885

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　国民健康保険事業費納付金

　２項　後期高齢者支援金等分 169,885千円

714,757千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金



11計 0 10 00

　　　　　　一時借入金利子 1

　　　　22 償還金利子及び割引料 1

　　○保健・医療対策の推進 1び割引料

122 1償還金利子及 ・住民課

1千円

1千円

011 利子 1 1

　１項　公債費

　７款　公債費

27,23125,173計 △2,058 18,2106,963 00

　　　　　　各種負担金 432

　　　　18 負担金補助及び交付金 432

　　　　　　システム使用料 66

　　　　13 使用料及び賃借料 66

　　　　　　受診勧奨委託料 5,813

　　　　　　特定健診等データ管理システム委託料 323

　　　　　　特定保健指導委託料 2,090

　　　　　　健診結果説明会委託料 1,749

　　　　　　二次検診委託料 369

び交付金 　　　　　　特定健診委託料 12,548

18 432負担金補助及 　　　　12 委託料 22,892

　　　　　　印刷製本費 8001,017
借料

　　　　　　消耗品費 110業費補助金
13 66使用料及び賃

健康増進事 　　　　10 需用費 910

12 22,892委託料 　　　　　　記念品 8735,946

　　　　07 報償費 873等交付金
10 910需用費

査等事業費 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 25,173

・住民課 25,17318,2106,963 7 873報償費△2,05827,2311 特定健康診 25,173

 千円  千円 千円 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

　６款　保健事業費

　２項　特定健康診査等事業費 25,173千円

26,373千円

目 本年度予算額

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金



10計 △1 00 00

出金

（廃目）

0千円

0千円

△11共同事業拠 0

　　項　共同事業拠出金

　　款　共同事業拠出金

10,00010,000計 0 10,0000 00

10,000千円

10,000千円

010,0001 予備費 10,000 10,000

　１項　予備費

１０款　予備費

2,0023,002計 1,000 3,0020 00

　　　　　　保険給付費等交付金償還金 1

1還金 　　　　22 償還金利子及び割引料

び割引料 　　○保健・医療対策の推進 1等交付金償

22 1償還金利子及 ・住民課 15 保険給付費 1 101

　　　　　　一般被保険者償還金 1

　　　　22 償還金利子及び割引料 1

び割引料 　　○保健・医療対策の推進 1者償還金

22 1償還金利子及 ・住民課 1013 一般被保険 1 1

3,000付加算金 　　　　　　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金

3,000付金及び還 　　　　22 償還金利子及び割引料

3,000者保険税還 び割引料 　　○保健・医療対策の推進

・住民課 3,0003,000 22 3,000償還金利子及1,0002,0001 一般被保険 3,000

千円 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円 千円  千円

　１項　償還金及び還付加算金 3,002千円

3,002千円

目 本年度予算額

 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　８款　諸支出金



１　総　括 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1)
4

(0)
5

(1)△ 1
※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当

0 916 294 194 1,013

0 1,056 630 138 1,250

0 △ 140 △ 336 56 △ 237

管理職手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

466 6,932 0

463 6,991 0

3 △ 59 0

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

4 0 14,787 9,172 23,959 5,314 29,273

5 0 17,123 10,528 27,651 5,900 33,551△ 1 0 △ 2,336 △ 1,356 △ 3,692 △ 586 △ 4,278

（単位：千円）

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当

0 916 294 194 1,013

0 1,056 630 138 1,250

0 △ 140 △ 336 56 △ 237

（単位：千円）

管理職手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

466 6,289 0

463 6,991 0

3 △ 702 0

△ 1,799比　較 1,716 △ 2,336 △ 713 △ 1,333 △ 466

10,528 27,651 5,900 33,551

5,434

備　考

区　　　分

共済費 合　計

前年度

区　　　分

給与費

本年度 1,716

本　年　度

比　　　較

前　年　度

職
員
手
当
の
内
訳

9,815 26,31814,787

前年度 0 17,123

31,752

前　年　度

本　年　度

給　　与　　費　　明　　細　　書

職
員
手
当
の
内
訳

職員数
（人）

区分

（単位：千円）

給与費

比　　　較

比　較

合　計 備　考

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

共済費

（単位：千円）

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

区分
職員数
（人）

本年度



イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報　酬 給　料 職員手当 計

(1)
0
0
0

(1)
0

※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

管理職手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当

0 643 0

0 0 0

0 643 0

２　給料及び職員手当の増減額の明細

14

42△ 2,392

0△ 713

0

1,716 0 643 2,359 120 2,479

643 2,359 120 2,479

0 0 0 0 0

区分
職員数
（人）

備　考
給与費

共済費 合　計

本年度

前年度

1,716 0

（単位：千円）

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

比　較

（単位：千円）

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

区　　分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明

給　　料 △ 2,336

給与改定に伴う増減
分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 人事異動等による

職員手当 △ 713
制度改正に伴う増減
分

その他の増減分 人事異動等による



円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（２）初任給 （単位：円）

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

３　級 2 （－） 50.0 （－） （－） （－）

２　級 （－） （－） （－） （－）

１　級 （－） （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 4 （－） 100.0 （－） （－） （－）

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

３　級 （－） （－） （－） （－）

２　級 3 （－） 60.0 （－） （－） （－）

１　級 （－） （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 5 （－） 100.0 （－） （－） （－）

令和5年
4月1日
現在

※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

一般行政職 技能・労務職

職員数（人） 構成比（%） 職員数（人） 構成比（%）
区分

（３）級別職員数
一般行政職 技能・労務職

構成比（%）職員数（人）
区分

構成比（%）

技能・労務職

－

－

技能・労務職

196,200

166,600
一般行政職

39

285,383

344,333

36

196,200

170,900

一般行政職

－

－

平均年齢

平均給料月額

区　　　分 技能・労務職一般行政職

308,063

368,125

区分

職員数（人）

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員1人当り給与

令和5年4月1日現在

令和6年4月1日現在

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

令和6年
4月1日
現在

－

－

－

－

－

－

国　　　の　　　制　　　度

大学卒

高校卒



区分

80.0 80.0

（４）昇給

参事、課長補
佐、副館長又は
次長の職務

4 4

4 4

合　　　計 一般行政職 技能・労務職

5 5

技能・労務職一般行政職合　　　計

33

44

33４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

75.075.0

号
級
数
別
内
訳

本
　
年
　
度

号
級
数
別
内
訳

（級別の標準的な職務内容）

主査の職務参事補佐、主
幹、係長又は主
任主査の職務

３級４級５級 ２級 １級

主事の職務

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

高度の知識又は
経験を必要とす
る業務を行う主
事の職務

６級

課長、園長、館
長又は事務局長
の職務

一
般
行
政
職

６号級（人）

８号級（人）

比率（B）/（A）　（％）

比率（B）/（A）　（％）

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

４号級（人）

前
　
年
　
度



６月 １２月 ３月 支給率計

（－） （－） （－） （－）

2.250 2.250 4.50

（－） （－） （－） （－）

2.200 2.200 4.40

（1.175） （1.175） （－） （2.35）

2.250 2.250 4.50

区　　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

支給率等 24.587 33.271 47.709 47.709

国の制度
（支給率等）

24.587 33.271 47.709 47.709

通　勤　手　当

差異の内容

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　分

区　　　　　　　分

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率
（令和5年4月1日現在）

給料総額に対する比率

同

同

同

国の制度との異同

（９）その他の手当

職

％

％

全　　職　　種

支給率

支給対象地域

（７）地域手当

６級地

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

国の制度

本年度

前年度

有

有

有

※（　）内は再任用職員にかかるもの。

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

その他の加算措置等 備考

（５）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考

国の制度

支給対象職員数

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

（８）特殊勤務手当

３％

４人

６％



期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（令和5年度設定分）
2,585

債務負担行為で翌年度以降にわたる
又は支出額の見込み及び当該年度

ものについての前年度末の支出額
以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

レセプト点検業務委託 2,585 令和6年度 2,585

左 の 財 源 内 訳
事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源


